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 資料紹介  

 

地方分権改革推進委員会『第３次勧告～ 
自治立法権の拡大による「地方政府」の 
実現へ～』について          

 

 

上 林 陽 治 

 

 

 2009年10月７日、地方分権改革推進委員会（委員長：丹羽宇一郎、以下、委員会と略

す）は『第３次勧告～自治立法権の拡大による「地方政府」の実現へ～』（以下、「第３

次勧告」と略す）を取りまとめ、10月８日、鳩山首相に勧告した。 

 「第３次勧告」は、「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」、「地方自治関

係法制の見直し」、「国と地方の協議の場の法制化」という３つの柱立てからなっている。 

 

 

 1. 「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」 

 

(１) 経 過 

  ① 「第２次勧告」での義務付け・枠付け見直し対象条項のリストアップ 

    「第３次勧告」の第１章を構成する「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の

拡大」のテーマは、委員会がその設置当初から「調査審議」を進めてきたものであ

る。 

    2008年12月８日に取りまとめられた『第２次勧告～「地方政府」の確立に向けた

地方の役割と自主性の拡大～』（以下、「第２次勧告」と略す）では、自治事務に

関し、法令で義務付け・枠付けを行い、条例で自主的に定める余地を認めていない

ものは、482法律10,057条項にのぼり、このうち義務付け・枠付けを存置すること

がやむを得ないと判断する基準として委員会が設定したメルクマールならびに追加

メルクマール（以下、メルクマール等と略す）に該当しない4,076条項について、

規定の見直しが必要であることを明らかにした。そしてこれを義務付け・枠付け規
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定の見直しの対象（以下、「見直し対象条項」という）とするとした。 

    さらに「第２次勧告」では、「見直し対象条項」について、「①廃止（単なる奨

励にとどめることを含む）、②手続、判断基準等の全部を条例に委任又は条例によ

る補正（「上書き」）を許容、③手続、判断基準等の一部を条例に委任又は条例に

よる補正（「上書き」）を許容、のいずれかの見直しを行う必要がある」と勧告し

た。 

    しかし、「第２次勧告」では「見直し対象条項」をリストアップしたまでで、条

項ごとの具体的な見直し方策までは勧告できなかった。そこで委員会は「見直し対

象条項」のうち特に問題があると認識される(ａ)施設・公物設置管理の基準、(ｂ)

協議、同意、許可・認可・承認、(ｃ)計画等の策定及びその手続（以下「３つの重

点事項」という。）について、委員会として具体的に講ずべき措置の調査審議を進

め、「第３次勧告」に向けて結論を得るとしていたのである。 

  ② 「３つの重点事項」と見直しの措置方針 

    その後委員会は、2009年６月12日、「義務付け・枠付けの見直しに係る第３次勧

告に向けた中間報告」（以下、「中間報告」と略す）を公表し、上記(ａ)～(ｃ)に

ついて具体的に講ずべき措置方針について、一定の整理を行い、「第３次勧告」に

向けた考え方として取りまとめた(１)。 

    「中間報告」で示された措置方針は、以下のとおりである。 

   (ａ) 施設・公物設置管理の基準 

     (イ) 法令による基準設定を廃止し、自治体に基準設定の要否を委ねる。 

     (ロ) 法令で基準の条例への委任の措置を講ずる場合における国の基準の定め

方は以下の通りとする。 

       (ⅰ) 必要最小限のものについて条例制定にあたっての「参酌すべき基準｣

とする。 

       (ⅱ) 限定的に「従うべき基準」を国が設定する。 

          限定とは、国家試験合格によって一定の業務を行うために必須で、

民間と共通の士業等の資格について特に基準を示す必要がある場合。 

      なお、「参酌すべき基準」とは、自治体が条例を制定するにあたり、十分参

照しなければならないという意味の基準と説明していた。 

                                                                                 

(１) 「中間報告」については、『自治総研』370号（2009年８月）p74以下に拙稿の資料解説とと

もに掲載している。 
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      また、「中間報告」では国の法令の「上書き」について、この「参酌すべき

基準」が、「地域の実情に応じて、地方自治体が条例で異なる内容を定めるこ

とを許容するものであることから、地方自治体の条例による国の法令の基準の

「上書き」を許容するものということができる｣(２)と整理した。 

   (ｂ) 協議、同意、許可・認可・承認 

      自治事務における国・都道府県の関与のうち、同意を要する協議、同意を要

しない協議、許可・認可・承認、意見聴取、事前報告・届出・通知、事後報

告・届出・通知のそれぞれについて、詳細な条件を設定し、当該条件にあては

めて現行法令の「協議、同意、許可・認可・承認」の規定を分類する。 

      全体として、国・都道府県の関与をより弱い形態のものとなるよう整理した。 

   (ｃ) 計画等の策定及びその手続 

      見直しの対象範囲は、国の法令で地方自治体に計画、方針、指針、構想等の

策定を義務付けたり、計画等の策定にあたっての内容を義務付けたり、策定に

あたって、議決や協議等を事前または事後の手続きとして義務付けているもの

である。 

      見直し方針は、(イ)計画策定や内容に係る規定を廃止するか、(ロ)「でき

る」規定化または努力義務化、及びその内容に係る規定の例示化または目的程

度の内容への大枠化を求めるというものである。 

  ③ 「中間報告」に対する府省側の反応 

    「中間報告」では、「３つの重点事項」について引き続き、「第３次勧告」に向

け調査審議を進めるとし、その一環として、重点事項について回答期限を８月５日

として７月２日付で各府省に意見を求める調査依頼を発出した。 

    その際、小早川委員を代表として委員会のもとにおかれたワーキング・グループ

の作業に基づき、(ａ)施設・公物設置管理の基準において、法令で定量的、個別具

体的な文言を含まず、条例ですでに定量的、個別具体的に定めることを許容してい

るものについては、所管府省から回答があった場合は存置することを明らかにして

いた（図１参照）。さらに、(ｂ)協議、同意、許可・認可・承認と、(ｃ)計画等の

                                                                                 

(２) 「中間報告」の「２ ３つの重点事項について具体的に講ずべき措置の方針 (ａ)施設・公

物設置管理の基準 (４)条例制定に関する国の基準」の項を参照。同じ文章が、「第３次勧

告」の「３ ３つの重点事項について具体的に講ずべき措置の方針 (ａ)施設・公物設置管理

の基準 (４)条例制定に関する国の基準」の項にも記述されている。 
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策定及びその手続については、類型ごとに存置を許容しうる要件を定め、現行規定

にあてはめて、(ｂ)については62条項、(ｃ)については199条項について「現行規

定を存置」することを明らかにしたうえで、府省への調査をかけたのである（表１

参照）。 

    各府省からの回答は、2009年８月17日の第93回委員会で紹介されたが、その内容

も表１に示したとおりである。「規定を見直す」との回答は36条項分にすぎず、

(ａ)施設・公物設置管理の基準は、146条項のうち３条項、(ｂ)協議、同意、許

可・認可・承認は179条項のうち14条項、(ｃ)計画等の策定及びその手続は710条項

のうち19条項にすぎなかった。 

 

図１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：「中間報告」概要より 

 

 

義務付け・枠付けの見直しに係る第３次勧告に向けた中間報告 （見直しフロー図）

存置を許容

廃止、又は条例へ委任

各類型で許容する
ものとされている

形態を許容
廃 止

○条例制定に当たって
「従うべき基準」を設定
するのは一定の場合に
限定

○条例制定に当たって、
必要最小限のものにつ
いて「参酌すべき基準」
を設定するのは許容

廃止、単なる奨励
へ移行

次のいずれにも該当と
所管府省から回答が

あった場合

左に該当
しない場合

一定の類型に
該当する場合

①～③に係る部分を含
む場合、策定及び内容
の義務付けの存置を許
容

次の④に係る部分を含
む場合、内容の義務付
けは存置を許容、策定
の義務付けは単なる奨
励へ移行

左に該当
しない場合

左に該当
しない場合

（イ）定量的、個別具体的
な文言を何ら含まない

（ロ）当該基準の内容を、
定量的、個別具体的に
定めるために、条例を
制定することが許容さ
れている

① 私人の権利・義務に関
わる行政処分等の直接
的根拠

② 地方自治体の区域を
越える一定の地域につ
いて総量的な規制・管理

③ 基本的事項について
市町村による一定の判
断があることを直接的な
根拠として都道府県が計
画策定

(a)施設・公物設置管理の基準 (b)協議、同意、許可・認可・承認 (c)計画等の策定及びその手続
※計画等の策定及びその内容の場合の例

第２次勧告における整理を前提

④ 法制度上、国の税制・
財政・法制上の特例措置
が講じられる計画策定



 

－ 82 － 

●
－自治総研通巻373号 2009年11月号－●

 

表１ 義務付け・枠付けの見直し（重点事項分）の検討作業状況（途中経過） 

 
   ＷＧ案により現行規定を見直すべき 

   とされた条項数 

Ａ 

 

 

うちＷＧ案どお

り見直すと回答

のあったもの 

ａ 

うちＷＧ案どお

りではないが何

らかの見直しを

行うと回答の

あったもの 

ｂ 

ＷＧ案により現

行規定存置とさ

れている条項数 

Ｂ 

重点事項条項数 

Ａ＋Ｂ 

(ａ) 施設・公

物設置管理

の基準 

146 
1 2

0 146 

(ｂ) 協議、同

意、許可・

認可・承認 

179 
11 3

62 241 

(ｃ) 計画等の

策定及びそ

の手続 

710 
17 2

199 909 

 

合  計 

 

1,035 
29 7

261 1,296 

※ Ａのうち、ａ、ｂ以外には、調査回答時点で検討中、協議中等の状況にあるものも含まれている。 

※ 上記計数については、現在精査中のものであり、今後、ヒアリング等を通じ異動がありうるもの。 

出所：第93回委員会（2009年８月17日）資料２ 

 

 

(２) 「第３次勧告」における「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」の概要 

   「第３次勧告」では、義務付け・枠付けの存置を許容するメルクマール等に該当し

ない4,076条項の見直し対象条項のうち、「３つの重点事項」について具体的に講ず

べき措置の方針を整理した上で、「３つの重点事項」の個別条項について講ずべき措

置を提示した。 

  ① 見直しの方法 

   (ａ) 施設・公物設置管理の基準 

      法令による基準設定を廃止し、自治体に基準設定の要否を委ねることが基本

で、条例へ委任する場合も、国が条例の内容を直接的に拘束する基準等を設定

することは厳に差し控えられるべきである。これらの前提のもと、条例へ委任

する場合における国の法令での条例制定の基準を３つの類型で提示した。「中

間報告」では２類型だったが、新たに「標準」という類型を加えた。 
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     (イ) 「従うべき基準」 

        条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなければならない基準。当

該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容される

が、異なる内容を定めることは許されないとしている。 

        当該「従うべき基準」の考え方は「中間報告」でも示されていたが、

「第３次勧告」では、その適用範囲が拡大された（下線部が拡大範囲）。 

        ⅰ 当該施設・公物の利用者資格の基準 

        ⅱ 当該施設・公物の性格・機能の枠組み 

        ⅲ 民間共有の士業等の資格について基準を示す場合 

 

        「第３次勧告」では、どのような事例が該当するかについて触れられて

いないが、「義務付け・枠付けの見直し」を担当してきた小早川委員は、

第95回委員会において、私見と断りながら、下線部のⅰとⅱについて次の

事例を挙げている(３)。 

       ⅰ 当該施設・公物の利用者資格の基準……保育所の入所資格 

         保育所の入所資格は、保護者の労働又は疾病その他の政令で定める基

準に従い条例で定める事由により、その監護すべき乳児、幼児等の「保

育に欠けるところがある場合」とされており、保育所の法的な位置付け

の根幹に関わるような事項である。このため国が「従うべき基準」を示

す必要がある。 

       ⅱ 当該施設・公物の性格・機能の枠組み……道路交通法第49条のパーキ

ングメーターについての規定 

         車両が駐車している時間を自動的に測定するなど、パーキングメー

ターに備わるべき機能を枠づけている。 

     (ロ) 「標準」 

        この「標準」という類型は「中間報告」にはなく、「第３次勧告」で初

めて登場したものである。 

        「第３次勧告」では、この「標準」について、通常よるべき基準としつ

つ、合理的な理由がある範囲内で、地域の実情に応じて「標準」と異なる

                                                                                 

(３) 第95回地方分権改革推進委員会（2009年９月７日）議事録（以下、「第95回（090907）議事

録」と表記する）参照。 
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内容を定めることは許容されるというものとしている。また、国が「標

準」の基準を設定するのは真に必要な場合に限定されるべきで、「一定の

サービス水準を維持するために利用者の数、施設・公物に配置する職員の

数について特に「標準」を示す必要がある場合」としている。 

        この標準の具体的な事例についても、「第３次勧告」では触れられてい

ないが、小早川委員は、「児童の数に応じて配置すべき保育士の基準と

いったものが考えられる」と発言している(４)。そして、「標準」の効果

として、「合理的な理由があれば条例でそれと異なる配置基準を定めるこ

とができるようにすることが必要」なものであり、現行法でも、福祉事務

所のケースワーカーの定数は条例で定めるが、それについて「標準」を法

律で定めているという事例を紹介している(５)。 

     (ハ) 「参酌基準」 

        国の役割を果たすために、地方自治体に対して「参酌すべき」ものとし

て示すもので、地方自治体はこれを十分参照し、これによることの妥当性

を検討した上で条例が制定されなければならないが、法的に条例の内容そ

のものを直接的に拘束しているものではないとされている。 

        この「参酌基準」に関わる記述は、「中間報告」とほとんど変わってい

ない。 

      なお、(ａ)施設・公物設置管理の基準に関わっては、「第３次勧告」に別紙２

として、「条例委任する場合の基準設定の類型」が掲載されている（表２参照）。 

                                                                                 

(４) 第95回（090907）議事録 

(５) 注(３)参照。なお、紹介されている現行法令は、社会福祉法第16条（所員の定数）の規定と

考えられる。 

    「所員の定数は、条例で定める。ただし、現業を行う所員の数は、各事務所につき、それ

ぞれ次の各号に掲げる数を標準として定めるものとする。 

   一 都道府県の設置する事務所にあっては、生活保護法の適用を受ける被保護世帯（以下

「被保護世帯」という。）の数が390以下であるときは、６とし、被保護世帯の数が65を

増すごとに、これに１を加えた数 

   二 市の設置する事務所にあっては、被保護世帯の数が240以下であるときは、３とし、被

保護世帯数が80を増すごとに、これに１を加えた数 

   三 町村の設置する事務所にあっては、被保護世帯の数が160以下であるときは、２とし、

被保護世帯数が80を増すごとに、これに１を加えた数」 



 

－ 85 － 

●
－自治総研通巻373号 2009年11月号－●

表２ 条例委任する場合の基準設定の類型 

 
 「参酌すべき基準」型 「標準」型 「従うべき基準」型 

○「参酌すべき基準」と

は、十分参照しなければ

ならない基準 

○「標準」とは、通常よる

べき基準 

○「従うべき基準」とは、

必ず適合しなければなら

ない基準 

法的効果 
○条例の制定に当たって

は、法令の「参酌すべき

基準」を十分参照した上

で判断しなければならな

い 

○条例の内容は、法令の

「標準」を標準とする範

囲内でなければならない

○条例の内容は、法令の

「従うべき基準」に従わ

なければならない 

異なるも

のを定め

ることの

許容の程

度 

法令の「参酌すべき基準」

を十分参照した結果として

であれば、地域の実情に応

じて、異なる内容を定める

ことは許容 

法令の「標準」を標準とし

つつ、合理的な理由がある

範囲内で、地域の実情に応

じた「標準」と異なる内容

を定めることは許容 

法令の「従うべき基準」と

異なる内容を定めることは

許容されないが、当該基準

に従う範囲内で、地域の実

情に応じた内容を定めるこ

とは許容 

「参酌する行為」を行った

かどうかについて説明責任

（行為規範） 

⇒ 「参酌する行為」を行

わなかった場合は違法 

 

「標準」と異なる内容につ

いて説明責任 

⇒ 合理的な理由がない場

合は違法 

「従うべき基準」の範囲内

であることについて説明責

任 

⇒ 基準の範囲を超える場

合は違法 
備  考 

「参考とすべき基準」「斟

酌すべき基準」「勘案すべ

き基準」「考慮すべき基

準」も同じ 

「準則」も同じ 「定めるべき基準」「遵守

すべき基準」「適合すべき

基準」「よるべき基準」も

同じ 

出所：地方分権改革推進委員会「第３次勧告」別紙２ 

 

   (ｂ) 協議、同意、許可・認可・承認 

      見直しの対象は、自治事務において、(イ)市町村が国、都道府県に対して行

う協議、都道府県が国に対して行う協議、(ロ)市町村が国、都道府県から受け

る同意、許可・認可・承認、都道府県が国から受ける同意、許可・認可・承認

である。 

      具体的な法令では、都市計画法に基づく、都道府県の都市計画決定に係る国

土交通大臣・市町村の都市計画決定に係る都道府県知事の協議・同意や港湾法

に基づく重要港湾入港料に係る国土交通大臣の協議・同意等々である。 

      見直しの方法は、(ⅰ)同意を要する協議を許容する場合、(ⅱ)同意を要しな

い協議を許容する場合、(ⅲ)許可・認可・承認を許容する場合、(ⅳ)意見聴取

を許容する場合、(ⅴ)事前報告・届出・通知を許容する場合、(ⅵ)事後報告・
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届出・通知を許容する場合のそれぞれについて、詳細な条件を設定し、当該条

件にあてはめて現行法令の「協議、同意、許可・認可・承認」の規定を分類し、

自治体の自由度を拡大しようとするものである。 

   (ｃ) 計画等の策定及びその手続 

      見直しの対象範囲は、(イ)地方自治体又はその機関による計画、方針、指針、

構想等の策定の義務付け、(ロ)計画等の策定に当たっての内容（盛り込むべき

事項の記載）の義務付け、(ハ)計画等の策定に当たっての事前・事後の手続と

して、関係者による議決、関係者の意見聴取等、公示・公告・公表、閲覧・縦

覧等を課しているもの。 

      具体的な法令としては、農山漁村電気導入促進法に基づく都道府県の農山村

電気導入計画の策定義務、中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の

促進に関する法律に基づく都道府県の基本構想の策定義務、中心市街地の活性

化に関する法律に基づく中心市街地活性化基本計画の策定などである。 

      見直しに係る具体的に講ずべき措置の方向としては、計画策定や内容に係る

規定を廃止するか、努力規定化等を行うとし、それぞれについて、「できる」

規定化、努力義務化、大枠化などの参照条文例を挙げている(６)。 

  ② 見直し該当条項数と現行規定存置条項数 

    先にも触れたとおり、委員会は「第２次勧告」で、自治事務で義務付け・枠付け

を定めているのは482法律10,057条項であるとして、このうち4,076条項が規定の見

直しの対象であるとした。さらに、この4,076条項の中の「３つの重点事項」につ

いてさらに詳細に調査審議を進めてきたのであるが、「第３次勧告」では、重複条

項18を除いた1,206条項のうち、877条項について廃止又は条例委任する場合の具体

的に講ずべき措置を提示した。これとは反対に残りの329条項（重複除く）につい

ては現行規定を存置することにしたのである（表３参照）。 

    また、「３つの重点事項」の中には、全国知事会、全国市長会の提言や要望に係

る106条項があったが、このうち、103条項が見直しに該当するとした。 

    329条項の現行規定存置条項のうち、(ａ)施設・公物設置管理の基準は３条項で

ある。いずれも全国知事会、全国市長会提言以外のものである。(ｂ)協議、同意、

許可・認可・承認は67条項である。自治事務としては国の強い関与の義務付けにあ 

                                                                                 

(６) 「第３次勧告」別紙３ 「(ｃ)の具体的に講ずべき措置に係る参照条文」。本誌では省略し

ている。 
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表３ 義務付け・枠付け（３つの重点事項）条項数 

 

 
具体的に講ずべき措

置を提示した条項数

現行規定存置とされ

た条項数 

３つの重点事項条項

数 

 Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ 

(ａ) 施設・公物設置

管理の基準 
142  3  145 

(ｂ) 協議、同意、許

可・認可・承認 
166  67  233 

(ｃ) 計画等の策定及

びその手続 
584 262  846 

合  計 892 332 1,224 

  重複除外 

(ｂ)(ｃ)重複条項  15  3   18 

重複なし条項数 877 329 1,206 

  出所）第96回委員会（2009年９月24日）資料１－３ 

 

   たる「同意を要する協議」が許容された条項の例は、「都市緑地法」第４条第５項

の「市町村は、（中略）あらかじめ、都道府県知事と協議し、その同意を得なけれ

ばならない」などである。(ｃ)計画等の策定及びその手続については、262条項が

存置となった。 

  ③ 義務付け・枠付けに関する立法の原則とチェックの仕組み 

    「第３次勧告」は、将来的に義務付け・枠付け見直しの実効性を担保するため、

今後、制定・改正される法律は、今次地方分権改革で定立した義務付け・枠付けに

係る国の立法に関する原則、すなわちメルクマール等に該当するものでなければ許

容されないという方針に沿ったものとすべきであり、今後政府において策定される

地方分権改革推進計画において、義務付け・枠付けに関する原則を明確に位置付け

るべき、としている。同時に、法律上も明確にすることも検討すべきであるとして

いる。 

    さらにチェックする仕組みとして、地方自治体に新たに事務または負担を義務付

けると認められる施策を立案しようとする場合には、地方自治体の長、議長の全国

的連合組織に当該施策の内容となるべき事項を知らせるために適切な措置を講ずる

ものとしている地方自治法第263条の３第５項の規定、すなわち事前情報提供制度

を活用すべきとしている。 
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 2. 地方自治関係法制の見直し 

 

 「第３次勧告」で地方自治関係法制の見直しとして取り上げられているのは、教育委員

会ならびに農業委員会の必置規制の見直しと、地方自治体の財務会計における透明性の向

上と自己責任の拡大である。 

 

(１) 教育委員会ならびに農業委員会の必置規制の見直し 

   所管府省から当該案件で直接ヒアリングを行ったのは、教育委員会が第89回委員会

（2009年７月16日）、農業委員会が第90回委員会（2009年７月21日）の各１回のみで

あった。 

   委員会としての検討も、第95回委員会（2009年９月７日）で委員間の意見交換が短

時間行われた後、西尾代理に原案執筆が依頼され、「第３次勧告」取りまとめ当日の

第97回委員会（2009年10月７日）ではじめて原案＝勧告案が示され、短時間検討に付

されたにすぎない。 

   したがって、西尾代理が第97回委員会で発言したように、「かつての地制調答申(７)

をベース」にされている。勧告内容の概要は、以下のとおりである。 

  ① 地方自治体に導入された行政委員会、すなわち委員会及び委員は、概ね昭和20年

代後半に現在の姿に落ち着き、ほぼそのまま今日まで維持されてきている。制度導

入から半世紀以上を経た今日、少なくとも教育委員会及び農業委員会について、全

国画一的に義務付けるに足りるだけの確たる根拠を見出しがたい。 

  ② 教育委員会については、存置するか所掌事務を長の所管にするかは、地方自治体

                                                                                 

(７) 第28次地方制度調査会答申（2005年12月９日）では、教育委員会について、「地方公共団体

の判断により教育委員会を設置して教育に関する事務を行うこととするか、教育委員会を設置

せずその事務を長が行うこととするかを選択できることとすることが適当である」と提言され

ていた。この答申に先立つ2005年10月26日、中央教育審議会は、「新しい時代の義務教育を創

造する」と題する答申を取りまとめていたが、そこでは、「教育行政における政治的中立性や

継続性・安定性の確保、地方における行政執行の多元化（首長に権限が集中することへの危

惧）、首長が広範な事務を処理する中で専門の機関が教育を担当することのメリット（安定し

た行政執行）、義務教育実施の確実な担保などの重要性を踏まえると、教育委員会の設置を選

択制にすべきではなく、必要な運用や制度の改善を図ることが必要であると考えられる」とし

ていた。２つの考え方の溝は今日でも埋まってはいない。 
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の組織のマネジメントの自由度を高める観点から、自治体が任意に選択できるよう

に改めるべきである。なお、長が所管する場合は、教育の政治的中立や教育行政の

安定性の確保のため、とりわけ教員の任用に関し、事前に審査する専門的な審査機

関を設けることも検討に値する。 

  ③ 農業委員会については、設置するのか市区町村長が担うのかは、任意に選択でき

るように改めるべきである。農業委員会の選挙委員の選挙区等の設定を弾力化する

とともに、選挙委員以外の長による任命委員の構成についても弾力化して、専門家

の参画枠を自由に決定するようにすべき。 

 

(２) 地方自治体の財務会計における透明性の向上と自己責任の拡大 

   「第３次勧告」で述べられている提言の概要は、「事業ごとの予算・決算書類の作

成や発生主義の考え方を取り入れた財務４表の導入が進められているが、この動向を

更に一層促進すべき」という点に尽きるが、本文中、「なお、第29次地方制度調査会

の監査機能充実・強化に関する部分は相対立する諸種の見解を並列するにとどまり、

一定の改革方針が提示されているとは認め難い」と地制調答申を批判している内容が

含まれていることは興味深い。 

 

 

 3. 国と地方の協議の場の法制化 

 

 「第３次勧告」における「国と地方の協議の場の法制化」についても、第93回委員会

（2009年８月17日）で税財政の論点整理の中で意見交換がなされ、次の第94回委員会

（2009年８月25日）では、地方六団体ヒアリングのおり、麻生知事会長から協議の場のイ

メージとして、まず事実上の協議の場を立ち上げ、そこで法定組織の在り方や税財政なら

びに義務付け等の問題も議論して法案を提出すべきではないか、という発言を行っていた。 

 「第３次勧告」における「国と地方の協議の場」に関わるイメージは、地方六団体・新

地方分権構想検討委員会が取りまとめ『地方財政自立のための７つの提言と工程表』 
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（2006年５月11日）に示されている「地方行財政会議」を下敷きにしている(８)。 

 「第３次勧告」の提言の内容は、先の麻生会長発言に沿って、「国と地方の双方の代表

者が一堂に集まる機会を速やかに設け、協議の場の法制化について率直に意見交換し、双

方の合意を目指すべき」という指摘に尽きるのだが、法制化における際の参考として、

「たたき台」が試案として提示されている。 

 当該試案が地方六団体提案に比して踏み込んでいるところは、注(８)の西尾代理の発言

を借りれば、次の個所である。 

 
 

2. 協議事項の範囲 

 ① 国と地方の役割分担、地方自治制度及び地方税財政制度に関する事項 

 ② 経済財政政策、社会保障・教育に関する制度・社会資本整備のうち、地方行財

政に大きな影響を及ぼしかねない重要事項。 

3. 構成 

 ① 国側  内閣総理大臣、官房長官、総務大臣、財務大臣並びに関係大臣 

 ② 地方側 地方六団体のそれぞれが指名するもの 

 
 

 

 

 おわりに～新政権と委員会のそれぞれの対応～ 

 

 2007年４月に自民党安倍政権で設置された地方分権改革推進委員会は、これまで３次の

勧告を取りまとめたが、提出時の首相はすべて異なり、「第１次勧告」は福田首相、「第

２次勧告」は麻生首相、そして「第３次勧告」は鳩山首相である。 

 民主党は、2009年８月30日の衆議院選挙において、「地方分権、地域主権は民主党の一

丁目一番地」だと強調してきた。政権交代実現後には「政治主導」のもと、党のイニシア

                                                                                 

(８) 第95回委員会（090907）議事録における西尾代理の以下の発言参照。「平成18年に地方六団

体として提出した国に対する要望書の中に、この問題についてかなり詳しく書いてある。その

内容は、それほど当委員会ともずれているとは思えないので、ほぼあの線でいいのではないか

という気がするのですが、法制化を求めるということになると、若干、更に詰めなければいけ

ない問題が二、三あるような気がするのです」。ここで詰めなければならないと指摘していた

項目は、第１に議題の対象の範囲の問題、第２に国と地方それぞれのメンバーの構成とその決

定方法、第３に協議の場の権限の問題であった。 



 

－ 91 － 

●
－自治総研通巻373号 2009年11月号－●

ティブで政権運営を進めようとしている。こうした中、民主党政権サイドから、自らのイ

ニシアティブで分権改革を進めるため、自民党政権において設置された地方分権改革推進

委員会を一旦改組すべきではないかとの意見があることが伝えられている。 

 地方分権改革推進委員会の任期は2010年３月までで、これまで、2009年末までに地方分

権推進計画を策定し、2010年通常国会に新地方分権改革一括法案を提出するというスケ

ジュールが示されてきた。また、出先機関見直しについても、「第２次勧告」の方向に

沿って、政府は2009年度中に改革大綱を策定するとしていた(９)。 

 しかし、政権交代によりすべてがご破算になり、従来想定されてきたスケジュールでは

動かなくなっている。むしろ、民主党政権の原口一博内閣府特命担当大臣（地域主権推

進）は、「勧告を最大限実現すべく、スピード感をもって、これに全力をもって取り組ん

でいく」と意見表明(10)しながら、勧告の一部項目のみを取り出して取り組みを進めよう

としている。具体的には、2009年10月19日付、内閣府地方分権改革推進室長名で、「『義

務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大』に関する地方分権改革推進計画の作成等に

向けた調査」と題する依頼通知が各府省あてに発出された(11)のだが、そこでは、「第３

次勧告」で提示された義務付け・枠付け見直し項目のうち、知事会、市長会要望分の103

条項について、各府省でいかなる対応をするのかを11月４日までに回答せよというもので、

これについては2010年の通常国会において法改正することを示唆している。また、法改正

を行う前に、政省令の改正等直ちに実施できるものについても回答を迫っている（なお、

知事会・市長会要望分以外の条項については、2010年１月12日までの回答を要請した）。 

 一方の地方分権改革推進委員会は、分権型社会にふさわしい税財政構造の構築を柱とす

る第４次勧告を11月９日の第97回委員会で取りまとめる予定である。 

（かんばやし ようじ (財)地方自治総合研究所研究員） 

                                                                                 

(９) 「出先機関改革に係る工程表」2009年３月24日 地方分権改革推進本部決定 

(10) 「地域主権担当大臣談話」2009年10月８日 

(11) 「『義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大』に関する地方分権改革推進計画の作成

等に向けた調査（依頼）」（府分推第13号 平成21年10月19日） 
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